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「企業のDX推進」と「デジタル人材育成進」を両輪で推進
 産業全体の競争力強化や社会の課題解決を図るために、「企業のDX推進」と「デジタル
人材の育成」を両輪で推進していくことが重要。

 デジタル人材育成の具体的な取り組みとして、以下を実施。
• デジタルスキル標準の策定によるデジタルスキルや能力の見える化
• デジタル人材育成プラットフォームにおける実践的な学びの場を提供
• 情報処理技術者試験による、ITリテラシー・専門IT人材の知識・技能の客観的な評価
• DX認定を通じた、デジタルを活用した経営変革とそれを担うデジタル人材育成の促進

 これにより、政府全体のデジタル人材育成目標の達成にも貢献していく。

その他、DX銘柄（上場企業）、DXセレク
ション（中堅・中小企業等）等を通じて企
業のDXを推進

デジタル人材育成・確保 DX推進

申請

企業内のデジタル人材
育成・確保を要件化

人材供給

人材需要

＜国家試験＞

・ITパスポート試験
・基本情報技術者試験

・情報処理安全確保支
援士試験 等

両輪

デジタルガバナンス・コード2.0ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウェア
エンジニアデザイナー サイバー

セキュリティ

デジタルスキル標準
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DX推進政策の全体像
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これからDXに取り組む企業
まずは「DX推進指標」で自己診断の実施を！
フォームに必要事項を入力して送信すれば、
自社の課題や業種内の位置などがわかります（無料！）

DX-Readyレベル（DX認定企業）
デジタルガバナンス・コードに沿って、基本的な取組を実施。
これからDXに取り組んでいく体制が整備できた企業。

DXの取組が進み、成果も現れている

未だDXに取り組めていない

（対象：上場企業）
累計362社選定

(対象：中堅・中小企業等)
累計16者選定

DX推進指標
（対象：全ての事業者）

累計3549件（Ｒ4.9時点）
※大企業:2645件、中小企業:904件

DX-Excellentレベル（DX銘柄・DXセレクション企業）
デジタルガバナンス・コードに沿って、特に優良な取組を実施。
各業種や地域において、他の企業の模範となるような企業。

デジタルガバナンス・コードの
内容を基に事業者の選定、認定を行う

（対象：全ての事業者）
累計597者認定（R5.2時点）

※攻めのIT経営銘柄(2015~19）：199件
※DX銘柄(2020~22）：163件



DX推進指標
 DX推進指標は経営・ITの両面でDXの取組状況をチェックできる自己診断指標

– 診断項目の例：データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客視点でどのような価値を創出するのか、社内外
でビジョンを共有できているか。

 自己診断結果をIPA(独立行政法人情報処理推進機構)に提出することで、全国や業界内での位置
づけの確認や、DXの先行企業との比較ができる「ベンチマーク」を提供（無償）

認
識
共
有

ア
ク
シ
ョ
ン

進
捗
の
把
握

DX推進指標に回答するために、経営者や事業部門、
DX部門、IT部門などの関係者が集まって議論する
ことで、関係者の間での認識の共有を図り、今後の

方向性の議論を活性化

自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき
姿を目指すために次に何をするべきか、アクションにつ

いて議論し、実際のアクションにつなげる

毎年診断を行ってアクションの達成度合いを継続的
に評価することにより、DXを推進する取組の経年変
化を把握し、自社のDXの取組の進捗を管理する
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わが社はDXできている？できてない？

DXの推進に向けて何をしたらよいの？

去年に比べてわが社のDXは進んだ？

帳票2b-1

業種 6. 製造業(機器) 集計対象企業数 66 件 回答内訳
売上規模別 従業員規模数別

サマリ

定性指標 成熟度別回答分布

現在

業種順位 9 (位) 平均成熟度 1.5 DX推進の枠組み （平均成熟度 1.39 ）
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 危機感共有 1.7 1 事業部門の人材 1.1
2 トップのコミット 1.7 2 投資・予算配分 1.2
3 外部連携 1.7 2 バリューチェーンワイ 1.2

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 1.65 ）
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 2.3 1 スピード・アジリティ 1.3
2 IT資産の分析・ 1.9 2 廃棄 1.4
3 ITロードマップ 1.9 2 競争領域の特定 1.4 定量指標

回答件数が多い指標
目標 回答件数 回答割合

決算処理スピード 27 41%
業種順位 7 (位) 平均成熟度 3.2 DX推進の枠組み （平均成熟度 3.13 ） フォーキャストサイクルタイム 26 39%

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 業務プロセスのデジタル化率 26 39%
1 危機感共有 3.5 1 バリューチェーンワイ 2.9 データ鮮度 26 39%
2 トップのコミット 3.4 2 投資・予算配分 3.0 Cash Conversion Cycle 25 38%
3 事業への落とし込 3.3 3 評価制度 3.0

その他使われている指標
ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 3.29 ） 各社・事業部のIT機能重複率
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 対売上高IT投資比率

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 3.8 1 競争領域の特定 3.0 生産ラインのIoT化比率
2 IT資産の分析・ 3.6 2 スピード・アジリティ 3.0 MAU (Monthly Active Users)
3 データ活用の人材 3.5 3 廃棄 3.2 顧客ID登録数
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ガバナンス・体制

作成中

全国での位置付けがわかる！
DX先行企業との比較ができる！
業界内での位置付けがわかる！

ベンチマークの活用イメージDX推進指標の活用方法

次年度の事業計画立案に活用
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DX認定制度

○申請～認定の流れ

・ 企業の規模や業種を問わず、全ての事業者が対象
・ 認定申請や認定の維持に係る費用は全て無料
・ １年間いつでもオンライン申請が可能
・ IPAが審査を行い、経産大臣が認定
・ 認定事業者については、オンラインで公表・認定事業者の取組の
検索が可能。

 国が策定した指針を踏まえ「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備ができている状態
（DX-Ready）」になっている事業者を認定（他の事業者との比較は行わない）

経済産業省HP（DX認定制度）：https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html
情報処理推進機構（IPA：DX認定制度事務局）：https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html

・DX認定を取得するためのプロセスは、自社を見直す
大変良い機会になる。
・取引先、顧客とDX関連の話題を話す機会が増えた。
・社内人材がDXに関する資格取得に前向きとなった。

認定企業の声（自由記述）

○認定事業者向けアンケート結果
認定を取得してメリットであると感じたこと
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デジタルガバナンス・コード
 経営者がDXによる企業価値向上の推進のために実践すべき事項をとりまとめ。
 DX認定の認定基準、DX銘柄の評価事項となっている。
 デジタル時代の変化に対応するため2年に一度改訂。2022年９月に「2.0」に。

デジタルガバナンス・コード

• DX時代の経営の要諦集

• 「やればすごい」ことではなく、
「やらないとまずい」ことを列挙
※デジタル経営におけるコポガバ・コード

• ビジョン・戦略等６項目で構成。
それぞれ、基本的事項（DX認定）、
さらなる取組（DX銘柄）を規定。

• 継続的な取組の実施を、
DX認定・DX銘柄を通じて促進

2022年９月改訂

デジタルガバナンス・コード2.0の
ポイント

• デジタル人材育成・確保の重要性
を強調

• SX/GXとの一体的な取組推進の
重要性を明記

• DXによる稼ぐ力強化・組織変革推
進のための行動指針の重要性強調
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企業が抱えるDX推進における課題・懸念事項を見ると、社員の再教育や、推進体制構
築といった人材関連の課題が上位を占めている。

DX推進における課題・懸念

出所：「J.D.パワー2021年DX取組動向調査」（J.D. パワー ジャパン）、企業IT動向調査報告書2020（JUAS）

41%

52%

DX推進人材の育成

DX推進体制の構築

効果の把握・評価

38%

社員のITスキル・教育

42%

予算確保

41%

既存システムとの連携等

37%経営層のリテラシー・理解

36%

35%社員の意識改革

23%サイバーセキュリティ

N=4,855

日本のDX推進の課題：担い手不足

（％）

IoTやAI等のシステム・サービ
スを導入しない主な理由

2018年
(n=1,341)

使いこなす人材がいないから 37.9

コストがかかるから 31.7

導入に必要な通信インフラ等が
不十分だから 17.2

利活用や導入に関する法令など
の整備が不十分だから 5.1
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デジタル田園都市国家構想基本方針：デジタル人材の育成目標の実現に向けて
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 デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを加速するために必要なデジタル人
材を育成するプラットフォームを構築し、企業内人材（特にユーザー企業）のリスキルを推進。

 最大の特徴は、教育コンテンツの集約・提示に加えて、民間市場には存在しないケーススタディ
教育プログラムや地域企業と協働したオンライン研修プログラムを提供し、DXを推進する実践
人材を一気通貫で育成。

デジタル人材育成プラットフォーム

＜デジタル人材育成プラットフォーム＞
（３層）地域企業と協働したオンライン研修プログラム

デ
ジ
タ
ル
人
材

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト
ソフトウェア
エンジニア

デザイナー

（２層）ケーススタディ教育プログラム
 データ付きのケーススタディ教材を用い、受

講生同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセス
を疑似体験するオンライン教育プログラム。

サイバー
セキュリティ

社
会
人
・
学
生

地域企業と協働し、実際の企業の課題解決にチームで
取り組むオンライン研修プログラム。

地域・企業・大学
協力・支援

 デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、スキ
ル標準に対応した教育コンテンツを提示。

 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

（１層）オンライン教育サイト

スキル標準
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（参考）デジタル人材育成プラットフォーム（１層：オンライン教育サイト整備）

 デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、民間・大学等が提供する様々な学習コンテンツ
や講座をスキル標準（分野・レベル）に紐付け、ポータルサイトに提示（現在、約270講座）。

コンテンツ
掲載

デジタル
スキル標準

学習コンテンツ提供事業者

等

学習
修了証

利用者（個人・企業）
必要とする人材像を目標として、デジタル
スキル標準で整理された学習コンテンツを
使い、学習や社内教育を行う

学習コンテンツ

AI・機械学習

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ

クラウドプログラミング

データベース ネットワーク

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ etc...

講座情報
検索

① 全てのビジネスパーソン向けのリテラシースキル標準
② ＤＸ推進人材向けの専門スキル標準を整備し、そ

れに基づき市場で提供されている学習コンテンツを
整理し、掲載する。
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（参考）DXリテラシー標準に紐付けた学習コンテンツの提示
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